011年1月17日　第11回 29（６）-30章（３）
　　　　　　第29章１－２板持　３－５樋口
　　　　　　第30章１小林　２田村　３高島　
   24日　第12回　予備
第29章　婚姻関係（離婚）と準拠法・州外判決の承認執行
　　　　　　第29章１－２板持　３－４樋口　５長瀬
１　legal terms
　civil union
  ex parte divorce
  bilatereal divorce
　child custory, child support, alimony
２　cases
    Williams v. North Carolina, 317 U.S. 287 (1942)（Williams Ⅰ）
    Williams Ⅱ, 325 U.S. 226 (1945)
    Sherrer v. Sherrer, 334 U.S. 343 (1948)
    Johnson v. Muelberger, 340 U.S. 581 (1951)
３ 第29章の要点
１）州外判決の承認執行→婚姻やcivil union には判決は不要
　　　　　　　　　　　　離婚については必要→こちらが中心問題に
２）Divorce離婚
　　かつては離婚自体禁止（ただし、例外あり）
　　有責主義から破綻主義へ　すべての州で離婚が認められる　
　　　　　　　　　　　　　　ただし、手続き等は異なる　
　　離婚を示す用語　divorce
                    dissolution
                    anulment  （婚姻無効）→ただし、実質的に離婚の代用とされた
３）離婚判決のための要件
　①かつては、marital domicileのある州で、かつ法廷地法の適用
　　　そもそも離婚判決は一種のin rem jurisdiction（対物訴訟）とみなされてきた
　　　例外は、一方のドミサイルと、他方の同意、または他方への人的裁判管轄権
　　　これは他方に強い力を与える　逆に、同意を詐欺的にとることも横行
　②Williams v. North Carolina, 317 U.S. 287 (1942)（Williams Ⅰ）で大胆なルール変更
　　　一方のドミサイルだけあれば、他方への人的裁判管轄権がなくとも離婚判決可能
　　　しかも、それについて全面的なfull faith and credit あり
　③ただし、Williams Ⅱ, 325 U.S. 226 (1945)が示すように、他州のドミサイルありとの判断については、full faih and credit の対象外とされる。ドミサイルなしとされれば、他州の離婚判決に十分な信頼と信用を与えなくてよい。
　　（その結果、Williamsがネバダ州で得た離婚判決は無効とされ、重婚罪が適用された）
　④ex parte ではなく、両当事者が出頭して離婚を求める、bilatereal divorceでは、他方のドミサイル要件を争わなかった場合、後で、それを理由とする離婚無効はいえなくなる。Sherrer v. Sherrer, 334 U.S. 343 (1948)
　この場合、その効果は、第三者にも及ぶ。Johnson v. Muelberger, 340 U.S. 581 (1951)
４）外国での離婚判決の場合
　外国での離婚判決にはfull faith and credit の適用なし
　　　Rosenstiel v. Rosenstiel, 209 N.E.2d 709 (N.Y. 1965)はその例外として悪名高い
５）離婚そのものとそれ以外の効果の区別　divisible divorce
　他州の離婚判決は承認しても,それに伴うアリモニーや、子どもの監護権、子どもの扶養料などは、人的裁判管轄権がなければ、有効とならない
６）子どもの扶養料などがnonmodifiable lump sum decree（一括払いの変更不可能な決定）の形式の場合に、他州の決定にfull faith and credit を与えるという、間違った先例、Yarborough v. Yarboroug, 290 U.S. 202 (1933)が今も形のうえでは生きている
　現実には変更可能な決定ばかり→逆に尊重しなくてよいことになる
　　そこで、URESAなどが策定された
  外国判決の場合
７）外国や他州への子の連れ去り（子どもの拉致）
８）現在大きな問題となっている同性婚の扱い
　　full faith and credit の例外を定める、Defense of Marriage Act of 1996という連邦法の合憲性が問題となっている
４　練習問題
①外国へ逃げての離婚判決獲得。そこで婚姻。アメリカの州に戻ってきたところで、重婚罪で逮捕される。元配偶者は、さらに離婚訴訟を提起。
②他州での離婚判決。これは途中まで争ったが確定。その後、当該州に戻ってきたところで重婚罪、逆に元配偶者が離婚訴訟を提起。
③夫がネバダへ行き、2年暮らして、そこで離婚訴訟とアリモニー請求を求める。確定。
　WV州でのアリモニー支払履行を求めて出訴。
　　離婚は有効だが、アリモニーの部分は無効となる。
④逆に元（？）夫がWVにいる間に、妻が離婚訴訟、アリモニーと子どもの扶養料を求める。確定。ネバダでは承認されるか？
　これは承認される。人的裁判管轄権もある状況で、WV州で判決がなされたから
⑤子どもの監護権をめぐる争い。負けそうな情勢の女性が他州に子を連れて逃げる。そこで、temprorary restraining order を求める。
　しかし、これは認められず、もとの州の、暫定的監護権決定が有効とされ,この州でも尊重しなければならない。子はもとの州へ連れ戻されることになる。
⑥マサチューセッツ州での同性婚の配偶者が自動車事故に遭う。それに対する配偶者権侵害訴訟を提起して確定。加害者の財産のあるT州で執行できるか。
　これがまさに争われている。
第30章　外国法の立証
　　　　　　第30章１小林　２田村　３高島　
１　legal terms
   hearsay
   judicial notice
   certification
２ cases
　　Tidewater Oil Co. v. Walker, 301 F.2d 638 (10th Cir. 1962)
３ 第30章の要点
１）かつては外国法の内容は事実問題
　　　→証拠法の適用あり　伝聞証拠の排除
          外国の制定法、そのコピーの提出もだめ
　　　　　必ず専門家証人が必要
２）現在の状況
　　　外国法の内容は法律問題
　　　judicial notice も可能
      ただし、相手方に、書面による通知が必要（不意打ちを防ぐ）
３）立証責任と推定
　　かつては、外国がコモン・ローの国なら、法廷地法と同じという推定
　　今では、より細かなアプローチ
　　　　Tidewater Oil Co. v. Walker, 301 F.2d 638 (10th Cir. 1962)
　　　　①立証責任を果たしていないとしてその当事者の訴えを退ける
　　　　②法廷地法と同じだと推定する
　　　　③法の一般原則と同じと推定する
　　もう1つの確認方法が、certification（法の確認手続き）
４　練習問題
①スペインでホセがカルメンを殺傷。ホセはアメリカへ。カルメンの遺産が,アメリカの連邦地裁に不法行為訴訟を提起。スペイン法が重要となるケースでは？
　まず、そのことを相手方に通知。裁判所は、ある部分について、スペイン法が準拠法となることを確認したうえで、スペイン法の内容を確認。
②ペンシルバニアから2人でカナダへドライブ。運転手のAが運転を誤り、助手席のBを負傷させる。Bがペンシルバニアで提訴。Aはカナダ法上は抗弁ありと主張。
　オンタリオ州の確認が必要。同じコモン・ローだという推定もありうる（ケベックならだめだが）。
　準拠法選択で,オンタリオ州法が適用になるかがまず問題。現代的アプローチでは、本件は（両方がペンシルバニア州民であり）、たとえば、好意同乗者法は損失分散ルールであって、行為規制ルールでないとして、（両者のドミサイルのある）法廷地法を適用することも十分に考えられる。
③テネシーからミシシッピ州のサーカスを見に行く。子馬乗り（主催者はミシシッピ州民）でけがをする。ミシシッピ州の連邦地裁で訴えを提起。
　乗馬関係では、ミシシッピ州に免責法があるとすると、連邦地裁はどうするか。
　Certification は使えるか。ミシシッピ州では連邦控訴裁判所からだけ受付け。
　使えるとしても,意義が少ない場合あり。
　連邦裁判所が独自の判断をすること、言い換えれば、ミシシッピ州裁判所はこのように判決するだろうと推測をすることはかまわない。
